
森林シューセキ！の今とこれから

令和６年１月

林野庁 森林利用課
森林集積推進室 
城 風人

資料１



１．はじめに
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安藤広重の東海道五十三次の
描写の中でも木はまばら

（江戸時代）

昭和中期頃まで、建築用材、薪炭用材、田畑の肥料の採取等で
森林資源を高度に利用。奥山を除いて森林の資源は現在ほど
豊かではなかった。

→山（森林）の資源は、人々の生活で日常的に利用するもので、
山は身近な存在。

明治43年 東京大水害（千住付近） 昭和34年 伊勢湾台風 (愛知県)

滋賀県大津市田上山秋田県小坂町

災害の多発
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〇 我が国の山（森林）は、かつて各地で過剰な伐採による荒廃が見られた。（江戸、明治、大正、昭和初期）

〇 戦中・戦後は、戦争資材・復興資材を供給するため全国的に伐採が進み、各地で大規模な水害・土砂災害

が発生。（昭和23年には150万ha（≒岩手県≒九州の1/3の面積）の伐採跡地が放置される状況に。）

かつての日本の森林の姿
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資料：森林・林業統計要覧（林野庁） ※樹下植栽面積は含まない
写真： 林業公社半世紀の軌跡（全国森林整備協会50年記念誌）

22 (年)

(万ha)
戦後の復旧造林、拡大造林

→1,020万haの人工林が造成

昭和24年、衆議院で｢挙国造林に関する

決議」。翌年、第１回植樹祭が実施。

 造林面積の推移

4
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森林の荒廃から回復へ、積極的な木材生産と復旧・拡大造林

〇 明治期をはじめとして多くの水害が発生したことから、明治29年に河川法が、明治30年には砂防法と
森林法（いわゆる「治水三法」）が成立。

〇 昭和20年代から、伐採跡地への植栽を積極的に実施（昭和29年に43万ha）

〇 また、戦後の復興、高度経済成長に伴い、木材の需要が急増するとともに木材価格が高騰。全国で積極的
な伐採・拡大造林が進展。1千万haの人工林が造成。
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資料：木材需給表（林野庁）、木材価格（農林水産省）

朝日新聞
木材価格値上がりの原因は供給力の不足にある。
国有林の増伐もやらねばなるまい。

読売新聞
国有林野事業特別会計によって、実質的に日本最
大の山持ちである林野庁は増伐して木材価格の抑
制につとめるべきであろう。

毎日新聞
天然過熟林をかかえる国有林のことだから、林道
への投資を惜しまなければ増伐の可能性は十分あ
るだろうし、期待もできる。

■ 木材の需要急増と価格高騰

■ 当時の新聞社説（昭和30～40年代）

 伐採と植栽が進む

若い森林が多くを占め、長らく手間（金）はかかるが
伐る資源がない（資源枯渇）状況に



岡山県

栃木県

5
5

昭和中期頃までの「禿山」が、先人の努力により豊かな森へと回復
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我が国の森林の概要

〇 我が国の森林面積は国土の３分の２に当たる約2,500万haであり、世界有数の森林国。森林蓄積は人
工林を中心に毎年約６千万㎥増加し、現在は約54億㎥。

〇 面積ベースで人工林の半分が50年生を越えて成熟し、利用期を迎えている。この豊富な資源を有効活
用すると同時に、循環利用に向けて計画的に再造成することが必要。
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■ 国土面積と森林面積の内訳

資料：国土交通省「令和５年版土地白書」
（国土面積は令和２年の数値）

注１：計の不一致は、四捨五入による。
注２：林野庁「森林資源の現況」とは森林面積の調査手法

及び時点が異なる。

(単位：万ha)

森林

2,503 

(66%)

農地

437

(12%)

197 

その他
643
(17%)

国土面積
3,780万ha

宅地
(5%)

資料：林野庁「森林資源の現況」
（令和４年3月31日現在）

注：計の不一致は、四捨五入による。

私有林

1,436

（57%）

国有林

766

（31%）

公有林

301

（12%）

(単位：万ha)

森林面積
2,502万ha
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■ 森林蓄積の推移

資料：林野庁「森林資源の現況」・林野庁業務資料

蓄
積
（
億
㎥
）

（年）

近年は、
毎年約６千万m³ 

増加

55年で
約６倍

■ 人工林の齢級別面積

資料：林野庁「森林資源の現況」（令和４年3月31日現在）
注：S56年は61年生以上をまとめて集計。

50年生を超える人工林６割

■ 人工林の樹種別面積

資料：林野庁「森林資源の現況」（平成29年3月31日現在）
 注：計の不一致は、四捨五入による。

人工林

1,020万ha

(41%)
その他
219万ha

(21%)

天然林等

1,484万ha

(59%)

カラマツ

98万ha 

(10%)

ヒノキ
260万ha

(25%)

スギ

444万ha

(44%)

森林面積 人工林樹種別面積

「伐って、使って、植えて、育てる」時代へ



スギ

59%ヒノキ

14%

カラマツ

9%

その他

18%

■ 木材価格の推移

資料：農林水産省「令和３年木材統計」 

合計
2,185万m3

樹種別国産材生産量（2021年）

Ｋ

Ｋ

ピーク時
の約2/5

ピーク時
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資料：農林水産省「木材需給報告書」「木材価格」
 注１：素材価格は、それぞれの樹種の中丸太（径14～22cm（カラマツは14～28cm）、長さ3.65～4.00m）の1㎥当たりの価格。
 注２：2013年の調査対象の見直しにより、2013年の「スギ素材価格」のデータは、前年までのデータと必ずしも連続しない。
 注３：2018年の調査対象の見直しにより、2018年以降のデータは、2017年までのデータと必ずしも連続しない。
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〇 木材価格は高度経済成長に伴う需要増大等により1980年にピークを迎えた後、木材需要の低迷や
輸入材との競合等により長期的に下落し、近年はほぼ横ばいで推移。

〇 直近では2021年のいわゆるウッドショック、ウクライナ情勢の影響など、輸入材のリスクが顕在化。

〇 木材輸入量は1996年をピークに減少傾向で推移する一方、国産材の供給量は、2002年を底に増
加傾向。 木材自給率も、2002年の18.8％を底に上昇傾向で推移し、2021年は41.1％。

林業生産の動向
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■ 木材の供給量の推移
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〇 我が国の森林保有構造は小規模、零細。所有者の世代交代や不在村化等から、所有者の特定が困難
な森林、境界が不明な森林が多数存在。

〇 効率的な森林施業や、将来にわたる持続的な森林管理を行っていくためには、森林の「集積・集約化」
が不可欠。

森林の経営管理に関する取組

■ 林家の保有山林面積

資料：農林水産省「2020年農林業センサス」      
注：林家とは保有森林面積が１ha以上の者。

   

林家数

（69万戸）

1～5ha
51.2万戸
（74％）

5～10ha
9.3万戸
（13％）

10～50ha
7.6万戸
（11％）

100ha以上
0.3万戸
（0.5％）

50～100ha
0.6万戸
（1％）

■ 森林の経営管理の集積・集約化

効率的な路網整備
高効率な作業システムの導入

森林所有者の確認

森林所有者から経営
委託の同意取りつけ

【林業経営者等による集積・集約化の流れ】

森林の境界の明確化

市町村等が認定する
森林経営計画の策定等により

一体的なまとまりのある森林において
効率的な森林施業を実施

適切な経営管理の実施保有面積10ha未満 約９割

■ 所有者不明森林の存在
（登記簿情報だけでは所有者に連絡が付かない割合）

宅地 農用地 林地 合計

20.8% 23.1% 29.8% 24.0%

資料：国土交通省
「令和２年度地籍調査における土地所有
者等に関する調査」
注：ここでの「所有者不明」としては、登記

簿上の登記名義人（土地所有者）の登
記簿上の住所に、調査実施者から現地
調査の通知を郵送し、この方法により通
知が到達しなかった場合を計上。

宅地 農用地 林地

6% 20% 33%

土地を手放したい者の存在
資料：国土交通省
「H30個人土地所有者向けアンケート結果
について」（平成31年４月）
所有するすべての土地を手放したい所有
者の割合

既に集積・集約化
されている
244万ha

経営管理が不十分
となっているおそれ
413万ha

私有林人工林：657万ha

■ 私有林人工林における経営管理の現状



森林所有の現状

9

■ 森林の所有構造の例 ・・・林班界

・・・人工林

・・・天然林

【凡例】

・・・小班界
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〇 小規模、零細な森林が多くを占める現状において、集積・集約化に向けた所有者の特定・合意形成や
境界の明確化が不可欠な一方で、所有者自身や事業体の取組のみでは十分な推進は困難な状況。
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２．森林経営管理制度について
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経営管理を
委託

経営管理を
再委託

森林所有者
（所有者が不明の場合

にも特例を措置）

市町村

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

林業経営者

市町村が自ら管理

意向を
確認

経営管理が行われていない森林について
市町村が仲介役となり森林所有者と担い手を繋ぐ仕組みを構築

※所有者から市町村
への申出も可

新たな制度を追加

これまでは森林所有者自ら、
又は民間事業者に委託し経営管理

森林経営管理制度（森林経営管理法）とは

 森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受け、
林業経営者に再委託することや市町村が自ら管理することにより、林業経営の効率化と森林の管理
の適正化を促進。

1111



森林経営管理制度の流れ

「森林経営管理法」が平成３１年４月に施行

① 市町村が森林所有者に意向調査を実施

② 森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受け

③ 林業経営に適した森林は、林業経営者に再委託

④ 再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林においては、市町村が管理を実施

経営管理実施権
市町村の委託を受けて伐採等を実施するために民間

事業者に設定される、経営管理権に基づく権利

経営管理権
森林所有者の委託を受けて伐採等を実施

するために市町村に設定される権利

経
営
管
理
の
責
務
を
明
確
化

（
適
時
の
伐
採
・
造
林
・
保
育
の
実
施
）

森

林

所

有

者

林

業

経

営

者

○ 林業経営者に林業経営を再委
託市

町

村

経営管理実施権
の設定

経営管理実施権
配分計画

林業経営に適した森林

経営管理権の設定
（意向・申出）

経営管理実施権
の設定を希望す
る民間事業者を
公募・公表

都
道
府
県

公表

公募所有者不明森林等におけ
る経営管理権の設定にあ
たっての特例を措置

信
用
基
金
に
よ
る
経
営
の
改
善
発
達
に
係
る
助
言
等

林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
の
償
還
期
間
の
延
長

国
有
林
野
事
業
に
お
け
る
受
託
機
会
増
大
へ
の
配
慮

【支援措置】

都道府県による市町村の事務の代
替執行も措置。

経営管理権
集積計画

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林

経営管理受益権 経営管理受益権

経営管理受益権

②

③

④

意向調査

12

①
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森林経営管理制度に取り組む市町村
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○ 令和４年度末までに、私有林人工林があり、制度の活用が必要な市町村のほぼ全てで、森林経営管理
制度に係る取組を実施。制度の活用が必要な市町村の約８割で、森林経営管理制度に基づく意向調
査を実施。

森林の経営管理の集積・集約化に係る取組状況（市町村数）

※一部島嶼部を省略

森林の経営管理の集積・集約化に係る取組状況（全国図）

１） （ ）内は私有林人工林があり、制度の活用が必要な市町村数（R1:1,470 、R2:1,408 、R3:1,313、
R4:１，2７６）に対する割合。

２） ） 「私有林人工林があり、制度の活用が必要な市町村」とは、私有林人工林がある市町村から、私有林人工林
が極めて少ない等整備・活用の必要性が低い市町村、既に経営管理が行われている、もしくは森林経営管理制
度以外の方法で実施する市町村を除いたもの。

３）「意向調査等の取組」には、意向調査の実施、申出受理、経営管理権集積計画・経営管理実施権配分計画の策定
を含む。

４）「集積・集約化の取組に係る準備」には、森林資源情報や所有者情報の整理・分析・精緻化を含む。

注：

（市町村数）

75%

85%
93% 96%

■ 意向調査等準備業務

■ 意向調査、申出

■ 集積計画

■ 配分計画

704
（48%）

423
（30%）

1,070
（84%）

778
（55%） 975

（74%）

250
（19%） 151

（12%）

396
（27%）
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○ 令和４年度における意向調査の実施面積は約２１万ha。制度開始から４年間で約８１万haを実施。

○ 全国の回答率は約６割(面積ベース)。回答のうち「市町村への委託希望」は約４割(面積ベース)。

○ 令和４年度末までに、森林所有者から、４,５48haの森林について、集積計画作成の申出あり。

○ 意向調査票を送付し、宛先不明で返送されたものは全体の約１割。

経営管理意向調査の実施

※既に他者に委託済み、自分で委託先を探す等

面
積
（
万

h
a
）

15.1 万ha
（33%）

（※）

これまでに約４６万ha（面積ベースで６割）で回答あり

4,548

3,333

878

 意向調査の実施面積と回答面積（累計）

 申出のあった面積（累計）

 回答があった面積の内訳（累計）

面
積
（
h

a
）

1414

2,540

 送付された意向調査票のうち
宛先不明で返送されたものの割合（R4年度）

意向調査面積 宛先不明 割合

約２１万ha 約2.3万 ha 11 %

16.7 万ha
（37%）

13.8 万ha
（30%）



187 

1,033 

2,311 

4,622 

6 

6

18

78

0.3

35

69

124

10

19

33

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R元年度末 R２年度末 R３年度末 R４年度末

間伐 皆伐 植栽・下刈り 除伐 広葉樹整備等

562 
3,458 

9,053 

15,658 

23

149

262

337

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

R元年度末 R２年度末 R３年度末 R４年度末

面積 市町村数

○ 経営管理権集積計画については、令和４年度末までの累計で、39道府県33７市町村、15,658ha
で策定。前年度末から約１．７倍に増加。

○ 令和４年度末までに、経営管理権集積計画を策定した市町村の約７割（２３2市町村）で、森林整備（市
町村森林経営管理事業）を4,865ha実施。施業は、間伐が中心で、前年度末から、約２倍に増加。

経営管理権集積計画の策定

令和元年度末 令和２年度末（累計） 令和３年度末（累計） 令和4年度末（累計） （参考）令和4年度分

項目 市町村数 面積（ha） 市町村数 面積（ha） 市町村数 面積（ha） 市町村数 面積（ha） 市町村数 面積（ha）

集積計画策定 23 562 149 3,458 262 9,053 ３３7 15,658 235 6,605

市町村森林
経営管理事業

11 188 77 1,084 157 2,417 232 ４,8６5 186 2,４４7

 集積計画の策定状況（累計）

面
積
（
h

a
） 市

町
村
数

 市町村森林経営管理事業の実施状況（累計）

面
積
（
h

a
）

(188ha)

(1,084ha)

(2,417ha)

1515

(４,8６5ha)

80
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○ 経営管理実施権配分計画については、令和４年度末までの累計で、24道府県７０市町村が、
2,150haで策定。前年度末から、約２倍に増加。

○ 令和4年度末までに、経営管理実施権配分計画を策定した市町村の約５割（34市町）で、林業経営者
による森林整備を3３４ha実施。林業経営者による主伐・再造林は累計1３市町で実施。

経営管理実施権配分計画の策定

令和元年度末 令和２年度末（累計） 令和３年度末（累計） 令和４年度末（累計） （参考）令和４年度分

項目 市町村数 面積(ha) 市町村数 面積(ha) 市町村数 面積(ha) 市町村数 面積(ha) 市町村数 面積(ha)

配分計画策定 ２ 55 21 322 48 1,105 70 2,150 42 1,045

林業経営者に
よる事業

0 0 5 48  15 124 34 33５ 28 211

 配分計画の策定状況（累計）

面
積
（
h

a
） 市

町
村
数
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間伐(ha) 主伐(ha) 植栽等(ha)

面
積
（
h

a
）

16

(０ha)
(4８ha)

(１２４ha)

(33５ha)

   林業経営者による森林整備の実施状況（累計）

【参考】主伐・再造林を実施した市町村

秋田県大館市、山形県最上町、福島県郡山市、栃木県矢板市、栃木県さくら市、島根県松江市、
島根県浜田市、島根県安来市、島根県川本町、島根県邑南町、島根県吉賀町、宮崎県えびの市、宮崎県日之影町。



○ 意向調査は、制度開始から４年間で約81万haを実施。回答があったもののうち、約４割の所有者から
市町村への委託希望があり、その約６割では森林整備につながる動き。

森林経営管理制度等による森林整備の推進

（337市町村／15,6５８ha）

市町村が所有者と
森林整備を行う協定を締結（●）

約0.1万ha

都道府県や市町村の
独自補助等で整備（●）

約0.2万ha

林業事業体にあっせん（★）

約0.9万ha

令和５年度以降に
森林整備を行う予定

約7.7万ha

広葉樹林化等で森林整備不要
約0.7万ha

対応検討中
約6.6万ha

市町村に委託希望の森林のうち

約６割 で森林整備につながる動き

意向調査の実施
約81万ha

意向調査で回答があった面積
（約46万ha）

市町村に委託希望
約17.4万ha（38％）

所有者自ら経営管理
約14.0万ha（30％）

すでに他者へ委託、
自分で委託先を探す等
約14.5万ha（32%）

（７０市町村／2,150ha） （34市町村／334ha）

（23２市町村／4,865ha）

経営管理実施権配分計画（★）

約0.2万ha

市町村森林経営管理事業（●）

約0.5万ha

林業経営者による林業経営
約0.03万ha

経営管理権集積計画
約1.6万ha

（森林経営管理制度）

【内訳】

林業経営に適した森林（★）  約1.1万ha

林業経営に適さない森林（●） 約0.8万ha

その他（予定等） 約8.6万ha

17



＜主伐＞
経 費：
木材販売：
収 入：
収 益：

※収益のうち、再造林に
 約３０万円かかる見込

２，７６２万円
３，８０６㎥

３，３７１万円
６０９万円

市町村による取組事例

由利本荘市は、民有林の約40％が私有林人工林であり、
うち60％の森林で適切な森林整備が進んでいないこと
から、森林環境譲与税を活用し、森林経営管理法に基づ
く森林整備を推進する方針。

令和４年度は、約2,７00名（4,206ha）の意向調査に
取り組むとともに、令和2～4年度に意向調査を実施し
た森林において、41haの経営管理権集積計画を策定し、
41haの間伐を実施した。

令和５年度以降も森林整備が増加する見込み。

＜森林整備前＞ ＜森林整備後＞

【経営管理権集積計画に基づく市町村による間伐の実施】

＜秋田県由利本荘市＞
ゆりほんじょう

最上町では、地区からの要望を受けて森林経営管理制
度等を活用した森林整備を実施。

令和３年１月に意向調査、委託希望のあった森林のうち
４６haで集積計画、配分計画を策定。

令和４年１０月に主伐３．８８ha（所有者４名）、搬出間伐
０．７６ha（所有者１名）を実施(主伐箇所について、令和
５年１１月に再造林予定）。

【経営管理実施権配分計画に基づく主伐・再造林等の実施】

＜山形県最上町＞

＜搬出間伐＞
経 費：
木材販売：
収 入：
収 益：

＜R4主伐・搬出間伐実施箇所＞
（主伐：３．８８ha、間伐：０．７６ha）

＜主伐後の状況＞

もがみまち

９６万円
１４０㎥

１１９万円
２３万円

□ 配分計画

■ 主伐

■ 間伐
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所有者不明森林等に係る特例措置

探索に取り組んだ市町村 133市町村

探索を行った所有者等 約8,300人、約5,200ha
うち判明した所有者等 約4,500人、約3,000ha

特例措置に係る公告を実施した市町村 ６市町 ※（ ）内は経営管理権設定時期

 共有者不明森林：鳥取県若桜町（R3.10）、京都府綾部市（R5.4）、北海道千歳市（R5.7）、長崎県波佐見町（R5.12) 、
群馬県甘楽町（手続中）

所有者不明森林：青森県三戸町（R5.12） 確知所有者不同意森林：京都府綾部市（R5.4）

 森林経営管理法では所有者不明森林等について、探索・公告等一定の手続を経ることで市町村に経
営管理権の設定を可能とする特例を措置。

 R4年度までに133市町村が森林所有者の探索を実施。６市町が特例の活用に向け公告等を実施。

＜令和４年度までの取組状況＞

・森林所有者の一部が不明
・知れている全員が計画作成に同意

・森林所有者全員が不明

共有者不明森林の特例

所有者不明森林の特例
経営管理権

集積計画公告
（権利設定）

公告

異議の申出
公告から６月以内に
申出がなければ、同意みなし

公告から６月以内に申出がなければ、
その後４月以内に市町村長が都道府県知事
に裁定を申請

申出

探索

裁定公告探索

登記簿上の森林所有者の相続人（原則として配偶者と子）までで可

同意みなし

同意みなし
経営管理権
集積計画案

作成

【特例の概要】

裁定確知所有者不同意森林の特例

・森林所有者の一部又は全員が不同意

勧告

不同意
勧告から２月以内に同意がなければ、
勧告から６月以内に市町村長が
都道府県知事に裁定を申請

通知

意見書
の提出

同意みなし

所有者不明

共有者不明

確知所有者不同意 市町村

都道府県

19



所有者不明特例等の取組事例

 令和元年度に、対象地区22haの森林所有者に意向調
査を実施。その結果、所有者全員が判明した森林
17haについては、令和５年３月に集積計画を策定。

 残りの3.3haの森林は、地区の代表者４名の連名で登
記。うち３名は相続登記が行われ、同意が取得できた
が、残る１名は現在の共有者を確知できなかったため、
共有者不明森林の特例を活用。

 令和５年３月に、特例措置の手続きとして、集積計画案
の公告を開始。

 経営管理権設定後、
町は配分計画を策
定し、事業体への
再委託を行う考え。

 青森県三戸町では、特に民家等の保全対象に近接する
森林から優先的に森林経営管理制度を活用。

 住宅地に隣接する森林について、一部で倒木が発生し、
整備の必要性があるものの、所有者が不明。

 令和２年度に意向調査を実施し、令和４年８月に対象
地区の所有者探索を実施。結果、現在の所有者を確知
できず、同意を取ることができないことから、所有者
不明森林の特例を活用。

 令和４年１２月に、特例
措置の手続きとして、集
積計画案の公告を開始。
6月を経て異議の申出が
なかったことから、県の
裁定手続を経て、令和
５年１２月に経営管理権を
設定。

 経営管理権設定後、町は
皆伐を行い低木樹種の
植栽を実施したい考え。

対象林分
3.3ha

集積計画策定済み森林（１７ha）

共有者不明森林（3.3ha）

【共有者不明森林に係る特例の活用】

＜群馬県甘楽町＞
かんらまち

【所有者不明森林に係る特例の活用】

＜青森県三戸町＞
さんのへまち
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所有者が不明な

森林が多い

森林経営管理制度を

十分に理解できていない

森林整備を担う

林業事業体がいない

当てはまる やや当てはまる やや当てはまらない 当てはまらない 未回答

（地域林政アドバイザーを雇いたくても対象となる者が
いない、外部委託したくても受け手がいない等含む）

森林経営管理制度に関するアンケート結果より（令和５年６月23日現在）

 実施期間：令和５年5月29日～６月23日

 集計結果：1249市町村（1578市町村中）（回答率79％）、43都道府県
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31

38

38
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集積計画作成時に、関係権利者全員から

同意を取得しなければならないこと

配分計画作成時に、企画提案を希望する者が

１者であることが明らかでも、

企画提案を行わなければならないこと

市町村森林経営管理事業で、

市町村が集積計画に基づき

伐採を行う場合であっても、

伐採届を提出しなければならないこと

経営管理権集積計画の存続期間を

自動延長できないこと

所有者不明森林等の特例における

公告期間が長すぎること

当てはまる 当てはまらない 未回答

＜制度以外の課題＞ ＜制度の課題＞

森林経営管理制度の課題（アンケート）
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３．森林境界の明確化について
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１．地籍調査の進捗状況

○ 「地籍調査」は、国土調査法に基づき、主に市町村が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調べ、境界

（※筆界）の位置と面積を測量する調査。調査結果は、登記所に送付され、登記簿に反映。

○ 地籍調査の進捗率は、全国で52％だが、林地は46%に留まる。

・・・  80%以上

・・・  60%以上80%未満

・・・  40%以上60%未満

・・・  20%以上40%未満

・・・  20%未満

都道府県別の進捗率

全体
人口
集中
地区

宅地
農用
地

林地

R3末 52％ 26％ 51％ 71％ 46％

R11末
目標

57％ 36％ - - 52％

地籍調査の進捗率

注： 国土交通省のホームページを基に作成。
※人口集中地区は、国勢調査において設定される人口密度が1haあたり40人以上、人

口5,000人以上の地域。
※宅地、農用地、林地については、人口集中地区以外の地域を分類したもの。
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森林整備地域活動支援対策の支援内容

森林経営計画の作成や森林境界の明確化等に必要な以下の活
動を支援
・森林情報の収集活動や森林調査
・森林境界の明確化
・合意形成活動

交付金の上限額

活動メニュー 交付単価

森林経営計画
作成促進

①経営委託 19,000円/ha

②共同計画等 4,000円/ha

③間伐促進 15,000円/ha

森林境界の明
確化

森林境界の測量 22,500円/ha

森林境界案の作成 ２０,０００円/ha

森林所有者の探索 2,500円/ha

○ 林野庁では、森林整備地域活動支援対策により、森林整備の事前準備に必要となる活動を支援。

○ 平成29年度から、「境界の明確化」として、境界測量の実施を支援。

○ 同対策に加え、地方公共団体独自の取組により、R4は1.9万haの境界（所有界）を明確化。

○ 境界明確化による測量成果の地籍調査での活用を図るため、令和２年度から、リモセンデータを活用して測量を実施する
場合、令和４年度からは、性能の高い機器を用いて境界の測量や基準点等と結合する測量を実施する場合の加算を開始。

○ 令和５年度からは、地元精通者の確認により「森林境界案」を作成する場合、森林所有者の探索を行う場合の支援を開始。

森林境界の明確化－支援内容と実施状況
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境界明確化の実施状況

地方公共団体独自の取組による境界明確化面積

森林整備地域活動支援対策による境界明確化面積

（ha）

Ｒ４年度は1.9万haの境界を明確化

※地方公共団体独自の取組による境界明確化面積についてはR4から調査

（）書きはリモセンの実施面積（内数）

「森林境界の明確化」では森林経営計画の作成は要件ではありません。
（将来的な森林整備につなげることは前提）

・森林所有者の特定
・既存路網の簡易な改良

※上限額と同額まで、地方自治体による加算が可能。
※リモセンデータを活用して測量を実施する場合は8,500円/ha、

性能の高い機器を用いて境界の測量及び基準点等と結合する
測量を実施する場合は、5,000円/haを加算。

Point!

（264）
（636） （805）



＜対策のポイント＞
○ 境界が不明な森林を対象に、地籍図や過去の空中写真、航空レーザの微地形表現図（地形図）等リモセンデータの活用により、デジタル形式の森林境

界案を作成する取組を新たに支援
○ 林地台帳、森林簿、登記簿を確認した結果、所有者が確認できなかった森林を対象に、戸籍等の資料を収集して所有者の探索を行う取組を新たに支援

① 森林境界情報のデジタル化に向けた支援の拡充 ② 所有者探索の取り組みへ支援の拡充

＜現状＞
・森林整備の実施に当たって、所有者の探索に多大な時間と労力を
要している。
・相続等により所有者が確認できないため、境界確定や合意形成に
着手できないケースがある。

＜現状＞
森林所有者の高齢化や不在村等が進む中、現地での確認が困難で森
林境界が不明となり、森林整備を実施する際に境界を確定するまでに多
大な時間と労力を要している。

拡 充

拡 充

効率的に境界の確認ができるよう、デジタル形式の森林境界案作成への支
援を拡充。

戸籍、住民票、課税台帳等の資料を収集して、所有者の探索を行う取組へ
の支援を拡充。

急傾斜地も多く、現地に赴いての確認が困難

ドローン搭載型

航空機

境
界
案
の
作
成

データ解析

境
界
情
報
の

デ
ジ
タ
ル
化

A氏

不明

B氏

不明

不明

資
料
を
収
集
し

所
有
者
を
探
索

A氏

E氏

B氏

D氏

C氏

所有者確認

事前に、対象となる森林所有者を確定させることが重要

森林整備地域活動支援対策の拡充（令和５年度～）
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デジタルコンパス
・方向角と距離を計測
・低価格、持ち運びが容易

ハンディＧＰＳ 
・基準となる絶対座標を計測  
・持ち運びが容易

計
画
・
準
備

現
地
立
会
（
リ
モ
セ
ン
を
除
く
）

図
面
作
成

「
森
林
境
界
」
と
し
て
確
定

森
林
所
有
者
へ
周
知

森
林
所
有
者
に
確
認

測

量

森林境界の明確化－デジタルコンパス等を使用する場合

○ 地籍調査が行われていない森林で、森林整備を実施する際には、事前の準備作業として、「森林境界の明確化」を実施。

○ 「森林境界の明確化」は、森林所有者の立会の下、境界（※所有権界）の測量（リモセンデータを使用する場合を除く）を

行い、作成した図面について、森林所有者の同意を取得する作業。

○ 測量に当たっては、ハンディGPSやデジタルコンパス等の簡易な機器、又は、トータルステーションやRTK-GNSS受信

機等の性能の高い機器を使用する。

境界明確化の手順（一般的な手法）

森林境界の明確化で使用する機器 26

写真：SmartSOKURYO POLE 
（株式会社パスコ）

RTK-GNSS受信機
・基地局と連動した座標を計測  
・持ち運びが容易

トータルステーション
・夾角と距離を計測
・持ち運びが不便



森林境界の確定

計
画
・
準
備

森
林
所
有
者
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界
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測 境

界
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現
地
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査

森林境界案の作成
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・
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森
林
所
有
者
へ
周
知

境
界

 

推
測

境
界
推
測
図
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元
精
通
者
の
確
認

森
林
境
界
案

現
地

 

調
査

森
林
所
有
者
の
確
認

｢森
林
境
界
｣と
し
て
確
定

翌年度以降に実施

【取組フロー図】

・ 「微地形表現図」、「樹高分布図」、「林相識別図」、「空中写真」などのリモートセンシングデータ
や公図、登記所備付地図などの公的書類を活用して、画面上での境界測量を行い、隣接する双
方の森林所有者の同意を取得して、境界を明確にします。

・ 微地形表現図等がない場合でも、過去と近年の空中写真などと公的書類を活用して、画面上
での境界測量を行うことも可能です。

・ リモートセンシングデータを用いた測量にあっては、現地立会の省略や机上での同意取得が
可能になります。

・ 測量成果の同意取得に当たり、登記情報を確認しても所有者を確認できなかった場合、又は、
作成した境界推測図に所有者の同意が得られず、不同意とする森林所有者の意見書がある場
合も、支援の対象となります。

リモートセンシングデータ解析で得られる図

森林境界の明確化－リモセンデータを活用する場合

○ リモセンデータの活用により、森林境界の明確化に当たり、森林所有者の現地立会を省略可能。

○ 公図等の境界を示す資料とリモセンデータの重ね合わせや組み合わせにより、「境界推測図」を作成。

○ 集会所等の机上で、「境界推測図」に、地元精通者の証言・確認を得て、「森林境界案」を作成。更に、「森林境界案」に、森林所有者の

合意を得ることで、「森林境界」を確定。
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（事例） 公図・空中写真・陰影図等を活用した森林位置情報作成（金沢市）

【成果の活用】
・作成した公図合成図は、「林地台帳付図」（電子データ）へ転用して、林地台帳制度に基づき、林業事業体へ情報提供。
・電子データには、区域毎に登記簿情報、課税情報、既存の森林整備に関する協定の有無、森林経営管理制度の進捗状況も
格納。

○ 金沢市は、公図等を基に「公図合成図（林地台帳付図）」を作成して、意向調査時に、森林所有者に確認・合意取得。

○ 現地立会・測量による境界明確化は行わない。

【取組の背景】
・従来方式の境界明確化（現地立会、草刈り、杭の設置、測量を人力で実施）では、
平成22年から令和元年の10年間で森林面積の15％しか終了せず、このままで
は、全域の実施に70年が必要。
・今後、人が減っていく中で、従来方式の境界明確化では対応できないため、調査
速度の速い技術に見直し。

【新たな手法】
・公図、小班図、航空写真、微地形表現図、陰影起伏図、地形図等の重ね合わせによ
り「公図合成図」を作成。

⇒公図合成図の作成にあたっては、地形（谷・尾根・河川）等を重視して、字界を配
置（森林の位置を修正）。

・公図合成図の作成は、地籍の専門家である地籍工程管理士や地籍総合技術管理
者等に外注。

【合意形成の活動】
・意向調査の際に、調査票、対象森林一覧表と併せて、対象森林の位置を示す図面
を森林所有者に送付し、書面での確認・同意を取得。

（出典：国土交通省）

28



29

４．その他土地関係制度について
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〇 改正民法(A)は、令和５年４月１日に施行済。

〇 相続土地国庫帰属制度(B)は、令和5年４月２７日に施行。「申請の手引き」や具体の運用について定めた「運用通達」等が
公表済み。

〇 相続登記の申請義務化(C)は、令和６年４月１日に施行予定。国民への周知等を実施中。

土地関係の法制度の改正

(C)登記がされるようにするための

不動産登記制度の見直し（発生予防）

② 住所等の変更登記の申請義務化

•  他の公的機関（住基ネット等）から取得した

情報に基づき、登記官が職権的に変更登記

をする方策を併せて導入

① 相続登記の申請義務化

•  相続人申告登記の創設などの負担軽

減策・環境整備策をパッケージで併せて

導入

〔公布後５年を超えない範囲内で政令で定める日〕
※今後、政令を制定

(B)土地を手放すための

制度の創設（発生予防）

○ 相続土地国庫帰属制度の創設

相続等により土地の所有権を取

得した者が、法務大臣の承認を受け

て、その土地の所有権を国庫に帰

属させることができる制度を創設

(A)土地・建物等の利用に
関する民法の見直し
（利用の円滑化）

① 財産管理制度の見直し
• 所有者不明・管理不全の土

地・建物管理制度等の創設

② 共有制度の見直し
• 共有者不明の共有物の利用

の円滑化

③ 相隣関係規定の見直し
• ライフラインの設備設置権等

の規律の整備

④ 相続制度の見直し
• 長期間経過後の遺産分割の

見直し

(①につき)

令和６年４月１日施行令和５年４月27日施行令和５年４月１日施行

など

など
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 相続人は、不動産（土地・建物）を相続で取得したことを

知った日から３年以内に、相続登記の申請を行う義務。

 法施行（R6.4.1）より前に相続した不動産も、義務化の

対象（R9.3.31までの申請が必要）。

 正当な理由がないのにその申請を怠ったときには、

10万円以下の過料が科される可能性。

 遺産分割が成立した場合、成立日から３年以内にその内

容を踏まえた登記申請を義務付け（相続人申告登記の

対象外）。

相 続 登 記 の 義 務 化

 相続人が申請義務を簡易に履行することができるよう

新たな登記を設ける。

 ① 所有権の登記名義人について相続が開始した旨と、

② 自らがその相続人である旨を

申請義務の履行期間内（３年以内）に登記官に対し申し

出ることで、申請義務を履行したとみなされる。

（所要の審査の上、職権で登記に付記。）

 登録免許税は非課税・単独で申出可・添付書面も簡略化

相続人申告登記制度～不動産を相続で取得したら～ ～早期の遺産分割が困難なときは～

※今後施行される制度の詳細は法務省で検討中。

〇 令和６年４月１日から相続登記の申請が義務化されます。

～相続登記の義務化（民法・不動産登記法の改正）～

 被相続人の死亡から10年を経過した後にする遺産分割は、原則として、具体的相続分を考慮せず、法定相続分又は指

定相続分によって画一的に行う。

 施行前（R5.4.1）に被相続人が死亡した場合にも適用。経過措置として、少なくとも施行時から５年の猶予期間。

遺産分割に関する新たなルール（R５．４．１施行済）

 所有権の登記名義人に対し、住所等の変更日から２年以内にその変更登記の申請をすることを義務付け。（罰則規定あり）

氏 名 ・ 住 所 の 変 更 登 記 の 義 務 化 （ R 8 . 4 . １ 施 行 ）

（改正不動産登記法 第76条の２、第76条の３第４項、第164条第１項等） （改正不動産登記法 第76条の３）

（民法 第９０４条の３）

(改正不動産登記法 第７６条の５、第１６４条第２項）

遺産分割したら登記
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５．森林環境税・森林環境譲与税について
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【水源税構想】
・昭和60年に、林野庁は、森林の水源涵養機能を確保するため、「水源税」の導入を要望。各界の賛否が分かれ、見送り。
・昭和61年に、林野庁要望の水源税構想と建設省要望の流水占用料改正を一本化した「森林・河川緊急整備税」の導入を要望。再び、見送り。

【森林交付税構想】
・平成３年に、和歌山県本宮町長は、地方交付税の枠外に「森林交付税」を創設することを提唱（一般財源又は地方交付税の組み換えを想定）。以
後、構想に賛同する市町村と市町村議会議員は「森林交付税創設促進連盟」等を結成して、全国規模で運動を展開。

【全国森林環境税構想】
・平成15年に、森林交付税構想を推進してきた市町村は、「全国森林環境・水源税」（水や二酸化炭素排出源への課税を想定）の創設を求める方
向に、運動方針を転換。

・平成18年に、「全国森林環境・水源税」の名称から「水源」を削除して、以後、「全国森林環境税」の創設を求める運動を展開。

【都道府県の独自課税】
・平成15年に、高知県は、都道府県で初めて「森林環境税」を導入。
・平成28年までに、37府県が森林整備を主な目的とする独自課税を導入。

【森林吸収源対策のための財源の確保に関する検討】
・林野庁は、平成16年以降、平成17年に発効した「京都議定書」に基づき、温室効果ガスの排出削減に向けた森林吸収量の確保に必要となる間
伐等を推進するため、森林吸収源対策のための財源となる税の創設を継続的に要望。

・平成24年度に、「地球温暖化対策税」が導入されたが、森林吸収源対策は、使途に含まれず。
・林野庁は、平成25年度以降、「森林環境税」の創設を継続的に要望。
・平成30年度与党税制改正大綱で、「平成31年度税制改正において、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創設する」ことが決定。

資料：遠藤真弘 (2015) 森林環境税. 調査と情報, No.875, 林野庁 (2018) 平成29年度森林・林業白書.

〇 森林整備のための財源確保については、昭和60年代の「水源税構想」の議論に始まる。

〇 平成３年に「森林交付税」の創設が提唱。「森林交付税創設促進連盟」等が全国規模で運動を展開。

〇 林野庁は、平成16年から、森林吸収源対策の財源となる税の創設を要望。平成30年度税制改正で、
平成31年度に森林環境税・森林環境譲与税を創設することが決定。

森林環境税・森林環境譲与税の経緯
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（３割）

等

注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

国

市 町 村
● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）

● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発  等

公 益 的 機 能 の 発 揮

市  町  村  民  税    3,000円/年

道  府  県  民  税      1,000円/年個
人
住
民
税

均
等
割

災害防止・
国土保全機能

地球温暖化
防止機能 水源涵養機能

● 市町村の支援  等

納 税 義 務 者

約6,200万人

国
税  

令 和 ６ 年 度 か ら 課 税 令 和 元 年 度 か ら 譲 与

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

賦
課
決
定

都     道     府     県

市 町 村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

都  道  府  県

森   林   環   境   譲   与   税 
私有林人工林面積（林野率により補正）､林業就業者数､人口により按分

森 林 環 境 税  1,000円/年
(賦課徴収は市町村が行う)

【制度イメージ】

（５割） （２割）

森林環境税・森林環境譲与税の概要

〇 パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため、
森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税が創設。
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森林環境譲与税の譲与額・譲与基準

〇 市町村の体制整備の進捗に伴い、徐々に増加するように譲与額を設定。

〇 令和６年度までの間は、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用。

〇 森林整備を実施する市町村の支援等を行う役割に鑑み、都道府県に対して総額の１割を譲与。

（制度創設当初は、市町村の支援等を行う都道府県の役割が大きいと想定されることから、譲与割合を２割とし、段階的に１割に移行。）

400
500

80:20 85:15 88:12 90:10

160 340 440 540

40 60 60 60

500
400

・・・

Ｒ6 Ｒ7Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

各
年
度
譲
与
額 

300

600

200

市：県の割合

（市町村分）

（都道府県分）

５０％ ： 私有林人工林面積

２０％ ： 林業就業者数

３０％ ： 人口

市町村分

都道府県分 市町村と同じ基準

（※以下のとおり林野率による補正）【譲与基準】

森林環境税課税 
（年額：1,000円）

（※）東日本大震災を教訓として全国で実施する防災施策対応分として引上げ

個人住民税均等割引上げ（年額：1,000円）

初年度
約300億円

平年度
約600億円

300
機構準備金活用

により償還

譲与税特別会計
における借入金

機構準備金を活用（2,300億
円）

36

林野率 補正の方法

８５％以上の市町村 １．５倍に割増し

７５％以上８５％未満の市町村 １．３倍に割増し
36



「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」における使途

（趣旨）
第一条 この法律は、森林（森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第二条第一項に規定する森林をい

う。以下この条及び第三十四条第一項において同じ。）の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、
市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び都道府県が実施する森林の整備及びその促進に関する施策の財
源に充てるため、森林環境税について、納税義務者、税率、賦課徴収等の手続及びその納税義務の適正な
履行を確保するため必要な事項を定めるとともに、その収入額に相当する額を森林環境譲与税として市
町村及び都道府県に対して譲与するために必要な事項を定めるものとする。

（森林環境譲与税の使途）
第三十四条 市町村は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費用に充てなけれ

ばならない。
一 森林の整備に関する施策
二 森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利用

（脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成二十
二年法律第三十六号）第二条第三項に規定する木材の利用をいう。）の促進その他の森林の整備の促
進に関する施策

２ 都道府県は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費用に充てなければなら
ない。

一 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項各号に掲げる施策の支援に関する施策
二 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項第一号に掲げる施策の円滑な実施に資するための同

号に掲げる施策
三 前項第二号に掲げる施策

３ 市町村及び都道府県の長は、地方自治法第二百三十三条第三項の規定により決算を議会の認定に付し
たときは、遅滞なく、森林環境譲与税の使途に関する事項について、インターネットの利用その他適切な
方法により公表しなければならない。
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森林環境譲与税を活用して実施可能な取組の例

〇 国で、譲与税を活用して実施可能な取組例のリストを作成し、都道府県・市町村へ提供。

※ これらの例示以外でも、各地域の実情に応じた創意工夫による取組を実施いただくことが可能です。
※ 森林環境税は国民の皆様の協力のもと創設されたものであり、国民の皆様の理解が得られるかという点についても留意

して、取組を進めるようお願いします。

森林整備

○森林経営管理制度等に基づき、市町村が発注者となって実施する、間伐、地拵え、造林、下刈り等の
 森林整備

○所有者や森林組合等が実施する、間伐、地拵え、造林、下刈り等の森林整備への補助（上乗せを含む）
○所有者への意向調査、所有者探索、境界測量の実施
○林道や森林作業道の開設や維持修繕
○里山林や竹林の整備
○市町村が発注者となって実施するスギ等の人工林の伐採と花粉の少ない苗木や広葉樹等への植替え
○植栽箇所における防獣ネットの設置
○松くい虫やナラ枯れ等の被害木の伐倒・薬剤散布
○台風により発生した風倒木の搬出処理
○友好都市や上下流の関係にある他自治体の森林整備の費用を負担 等

人材育成

○ 新規就業者等の人材育成研修や技術指導、資格取得に係る経費の補助
○ 高性能林業機械の借り上げ又は購入経費の補助
○ 林業大学校等の研修生への交通費、資格取得、実習等への支援
○ 林業技術者を養成するアカデミーの運営や技術研修会の実施
○ 森林経営管理制度等の円滑実施のために、新たに林務担当の職員やアドバイザーを雇用 等

木材利用

○ 公共施設の木造化・木質化、木製什器の設置
○ 多数の者が利用する民間建設物の木造・木質化への補助
○ 地域産の木材を使った小物を記念品として贈呈 等

普及啓発

○ 森林に関する市民講座、シンポジウム、木育イベント等の開催
○ 都市部自治体の住民を対象とした山村部への林業体験ツアー等の開催
○ 山村部自治体における、森林環境教育プログラムやパンフレットの作成、受け入れ体制の整備 等

【森林環境譲与税を活用して実施可能な市町村の取組の例について（令和5年６月）より抜粋】
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※ 本実績値には、森林環境譲与税と他の財源を組み合わせて行った事業の実施分も含まれている。
市町村によって取組の内容は様々であり、「主な取組実績」は、代表的なものを提示している。

区分 主な取組実績 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考）
累計

間伐等の森林整備関係

意向調査実施面積 約１２．５万ha 約２１．６万ha 約１８．０万ha 約１８．３万ha 約７０．４万ha

森林整備面積

（うち間伐面積）

約５．９千ha

（約３．６千ha）

約１７．９千ha

（約１０．３千ha）

約３０．８千ha

（約１４．２千ha）

約４３．３千ha

（約１９．９千ha）

約９７．９千ha

（約４８．０千ha）

森林作業道の整備 約８９千m 約２３３千m 約４０６千m 約５０２千m 約１，２３０千m

林道・林業専用道
の整備

約１千m 約５千m 約１４千m 約１２千m 約３２千m

人材の育成・担い手の
確保

研修等の参加者数 約６．５千人 約５．０千人 約６．４千人 約９．５千人 約２７．４千人

木材利用・普及啓発

木材利用量 約５．４千m3 約１３．４千m3 約２２．５千m3 約２７．６千m3 約６８．９千m3

イベント、講習会等 約９００回 約１，０００回 約１，８００回 約２，４００回 約６，１００回

参加者等 約８８千人 約５６千人 約１２５千人 約１８９千人 約４５８千人

■ 森林環境譲与税の市町村における主な取組実績（令和元年度～４年度）

森林環境譲与税の実績①

〇 森林環境譲与税による市町村の主な取組実績は、ほとんどの項目で毎年増加。

○ 例えば、令和４年度の森林整備面積は、令和元年度の約７倍となるなど、着実に取組は進展
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※ 令和５年度予定の金額については、令和５年３月時点で自治体への聞き取り結果をとりまとめたもの

※ （ ）内の数値は、当年度譲与額に対する当年度活用額の割合を示したもの

令和元年度
決算

令和２年度
決算

令和３年度
決算

令和４年度
決算

令和５年度
予定

市区町村

活用額 65億円 163億円 217億円 341億円 467億円

譲与額 160億円 340億円 340億円 440億円 440億円

都道府県

活用額 31億円 47億円 53億円 58億円 7０億円

譲与額 40億円 60億円 60億円 60億円 60億円

合計

活用額 96億円 210億円 270億円 ３９９億円 53７億円

譲与額 200億円 400億円 400億円 500億円 500億円

（ 4 1 % ） （ 4 8 % ） （ 6 4 % ） （ 7 8 % ）

（ 7 8 % ） （ 7 8 % ） （ 8 8 % ） （ 9 7 % ）

（ 4 8 % ） （ 5 3 % ） （ 6 8 % ） （ 8 0 % ）

（ 1 0 6 % ）

（ 1 1 ７ % ）

（ 1 0 7 % ）

〇 令和元年度、令和２年度における森林環境譲与税の執行率は半分以下、令和３年度は６４％、
  令和４年度は７８％で積立が累増。

〇 令和５年度の活用予定は、市区町村で106％（全体で１０７％）。基金積立額は減少開始。

森林環境譲与税の実績②
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〇 森林環境譲与税の譲与基準について、令和6年度与党税制改正大綱において、森林整備をはじめと
する必要な施策の推進につなげるため、私有林人工林面積及び人口の譲与割合を見直し。

森林環境譲与税の譲与基準の見直し

第一 令和６年度税制改正の基本的考え方

４．地域・中小企業の活性化等

（４）森林環境税・森林環境譲与税

森林環境税及び森林環境譲与税は、森林の有する地球温暖化防止や災害防止等の公益的機能を維持・増進するために創設され、令和

６年度に課税が開始される。森林整備をはじめとする必要な施策の推進につながる方策として、これまでの譲与税の活用実績等を踏ま

え、譲与税の譲与基準について、私有林人工林面積及び人口の譲与割合の見直しを行う。その上で、今後とも、森林環境税に対する国民

の理解を深めていくことが重要であることを踏まえ、全国の地方公共団体における譲与税の一層の有効活用を促していくこととする。

第二 令和６年度税制改正の具体的内容

一 個人所得課税

６ その他

（地方税）

〈森林環境譲与税〉

（６）森林環境譲与税の譲与基準について、私有林人工林面積の譲与割合を100分の55（現行：10分の５）とし、人口の譲与割合を100分の

25（現行：10分の３）とする。

令和６年度税制改正大綱（抜粋） 令和５年１２月１４日 自由民主党・公明党
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都道府県内 都道府県外 合計

取組件数 11 33 44

取組

分野

森林整備 4 16 20

木材利用 9 13 22

普及啓発 5 17 22

■ 都市部と山村部の自治体が連携した取組の実施状況（令和４年度）

※自治体への聞き取り結果をもとに作成。取組分野は複数計上。
※自治体により様々な形の連携があるため、必ずしも全ての取組を網羅したものではない。

【奈良県田原本町 × 川上村】
＜コンソーシアムをきっかけとした連携の創出＞

〈間伐後の様子〉

福島市の市有林の一部を「あらか
わの森」と名付け、相互に連携・
協力して森林整備や荒川区民と福
島市民による植樹体験や丸太切り
体験のほか、周辺の自然林の散策
等を実施。

〈植樹体験の様子〉

木祖村内の森林約３haを「名古屋
市・木祖村交流の森」に設定し、
森林整備を実施するとともに、名
古屋市の市民が、植栽や育樹等の
作業を通じて森林の大切さを学ぶ
場として活用。

【愛知県名古屋市 × 長野県木祖村】
＜上下流連携による森林整備＞

【東京都荒川区 × 福島県福島市】
＜友好都市連携による森林整備＞

奈良県では、サプライチェーン上の川下の２市３町と川
上の吉野郡３町８村、林業関連の２団体が連携し、令和３
年度に「上下流連携による木材利用等促進コンソーシア
ム」を設立。同年度に、本コンソーシアムに参画する田原
本町と川上村が「森林整備等の実施に関する連携協定」を
締結し、カーボンオフセット等の取組を進めていく方針。

〈協定結式の様子〉〈コンソーシアム参画団体〉

【千葉県山武市 × 浦安市】
＜県による都市・山村連携のマッチング支援＞

千葉県は、県内の森林整備を促進するため、県内におけ
る都市・山村連携のマッチングを支援。令和４年３月に、
森林整備に関する初の広域連携の取組として、浦安市と山
武市が「浦安市と山武市の連携による森林整備の実施に係
る協定」を締結。

〈協定締結式の様子〉 〈間伐された森林〉
※写真の出典：浦安市、山武市ホームページ

森林環境譲与税を活用した都市・山村連携の取組 ｜ 森林整備
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○ 森林環境譲与税の導入を受けて、都市・山村連携の取組が拡大。

〇 令和４年度は、都市部と山村部の自治体が、森林環境譲与税を活用した森林整備等の取組を44件実施。

15９の自治体（15８市区町村１県）が連携の取組に参画。



＜合同記者会見の様子＞

【愛知県豊明市×長野県上松町】
＜上下流連携による新生児への木材製品贈呈＞

①令和元年度譲与額 2,642千円

②私有林人工林面積 30ha

③林野率 4.7％

④人口 69,127人

⑤林業就業者数 0人

 豊明市は、名古屋市近郊にあり森林面積が少なく、
上流域から愛知用水等を通じて水が供給されてお
り、水源地の森林の恩恵を大きく受けている。水
源地にあたる長野県上松町は豊明市の友好自治体
であり、水源地の森林保全活動等を行うなど、上
下流交流を行っている。

 令和元年度は、長野県上松町の協力のもと、令和
元年８月以降に出生された豊明市内在住のお子さ
ん約400名を対象に、上松町の木材で同町で作られ
た食器・おもちゃをプレゼントすることにより、
新生児だけでなく家族で木に親しむきっかけづく
りにつなげることができた。

 【事 業 費】1,733千円（全額譲与税（豊明市））

多くの市民への理解を
得るとともに、木材の
普及啓発を図る目的で、
広報等への掲載を通じ
て同取り組みを市民に
伝えている。

＜木製おもちゃ＞
□ 基礎データ（豊明市）

R1事例
あげまつまちとよあけ

 高石市では、環境と森林との関係について理解と
関心を深めることをねらいとし、森林環境譲与税
を活用し、小学生が友好都市である和歌山県有田
川町に行き、森林環境教育に取り組んだ。

 令和元年度は、市の小学生が、事前学習を行った
上で、有田川町に赴き、校外学習（森林組合から
の木の役割や木材生産、間伐についての説明を受
け、その後、間伐材を使ってコースター製作を行
うなど）に取り組んだ。

【事 業 費】266千円（全額譲与税）
【実   績】市内の１小学校３年生児童

及び引率教職員 約90名が参加

□ 基礎データ
＜事前学習の様子＞

①令和元年度譲与額 2,133千円

②私有林人工林面積 0ha

③林野率 0.0％

④人口 56,529人

⑤林業就業者数 0人

【大阪府高石市×和歌山県有田川町】
＜自治体間連携による森林環境教育＞

＜コースター製作の様子＞

R1事例
たかいし ありだがわちょう

森林環境譲与税を活用した都市・山村連携の取組 ｜ 木材利用・普及啓発
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13(1%) 46(4%)

318

(28%)

759

(67%)

29(6%)
27(6%)

87

(18%)

341

(70%)

 調査期間：令和４年９月29日～12月９日
 調査対象：1,741市町村
 回答数：1,594市町村（都市部：484市町村、山村部：1,136市町村）

※都市部か山村部かは、回答市町村が選択

○都市・山村連携の取組への関心について、「現在、連携の取組を行っている」と回答があったのは、都市部は29市町村、
山村部は13市町村。

○「現在、連携の取組を行っており連携先をさらに増やしたい」又は「取組を行っていないが、関心がある」と回答があったの
は、都市部は114市町村、山村部は364市町村。

○ 林野庁では、森林環境譲与税を活用した都市・山村連携を促進するため、令和４年９～12月に市町村
への連携ニーズに関するアンケート調査を実施。

○ アンケートでは、都市部、山村部の市町村各々に対し、現在の連携の取組状況や今後の意向を調査。

【調査概要】

１．都市・山村連携を実施している又は関心のある市町村の数

【都市部の市町村】

山村部の市町村との連携状況

【山村部の市町村】

都市部の市町村との連携状況

〔n=484〕 〔n=1,136〕

≪参考：現在連携の取組を行っている市町村の取組例≫

・ 都市部と山村部の市町村とで森林の育成・保全に関する協定を
  締結し、都市部の市町村が森林の整備に要する費用を負担

・ 都市部の住民を対象とした、植樹ツアーの実施
・ 山村部の木材を利用した積み木を、都市部の新生児へプレゼント

等

現在、連携の取組を行っており（又は具体的な予定があり）、
連携先をさらに増やしたい

現在、連携の取組を行っていない（又は具体的な予定がない）
が、関心がある

現在、連携の取組を行っておらず、今後の予定も未定

現在、連携の取組を行っている（又は具体的な予定がある）

114市町村 364市町村

森林環境譲与税を活用した都市・山村連携に関するアンケート
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森林環境税・森林環境譲与税の広報・情報発信

■ パンフレット、ポスター、チラシ、HP等で広報

 森林環境税・森林環境譲与税等について、国民の皆様に分かりやすくお伝えするため、制度概要や取
組事例を紹介するパンフレットやポスター、チラシにより、各種イベント・窓口等で広報。

 各自治体においても、譲与税が何に使われ、どう役立っているかを様々な手法・機会により情報発信
していくことが不可欠。

4545

■ 自治体における広報の取組事例

ラジオ番組
でも紹介！

イベントでの
掲示や配布

林野庁ホームページでも
写真・図表や事例を含め
積極的に紹介しています
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６．市町村の体制について
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＜全市町村（1,741）＞ ＜私有人工林1,000ha以上の市町村（977）＞

資料：総務省「地方公共団体定員管理調査」（R4）等
47市町村における森林・林業担当職員数

0人
687 市町村

(39%)

1人
418 市町村

(24%)

2人
225 市町村

(13%)

3～5人
278 市町村

(16%)

6～10人
99 市町村

(6%)

11人～
34 市町村

(2%)
0人

110 市町村
(11%)

1人
282 市町村

(29%)

2人
192 市町村

(20%)

3～5人
262 市町村

(27%)

6～10人
97 市町村

(10%)

11人～
34 市町村

(3%)

市町村の森林・林業担当職員の現状

○ 市町村の森林・林業担当職員は全国で3,000人程度。専ら林務を担当する職員数が０人の市町村が４
割を占めるなど、体制が十分でない市町村が多い。

○ 私有林人工林が1,000ha以上の市町村（我が国の私有林人工林面積の97%を占める）では、一定の
職員数を確保している市町村が多いが、職員数０人の市町村も約１割存在する。



①地域林政アドバイザー制度

②森林経営管理制度推進事業

 市町村が主体となる森林整備を実施するためには、市町村等の体制支援や技術的支援が不可欠。

 林野庁では、「地域林政アドバイザー制度」を推進するほか、説明会への職員の派遣や実務研修、取組
事例の作成・共有等を実施。

市町村へ指導・助言が行える技術者の育成
・R元年度より研修を実施。
・これまでに７８８名が参加。

取組事例集の作成・提供

所有者不明森林への対応
・特例措置活用のためのガイドライン作成
・所有者探索に係る工程調査の実施

③説明会等の技術的支援

 市町村、都道府県等の説明会へ林野庁

職員を派遣等 ４１０回（H30.6-R5.１２）

 国の森林技術総合研修所における市町村職員
を対象とした研修の実施
・地域林政アドバイザー養成研修
・森林経営管理制度実務研修 等

 制度に係る事務の手引の作成・通知

 森林環境譲与税に係る取組事例の作成・共有
（林野庁HPで公表）

 森林集積推進室（令和元年度創設）による一元
的な助言・指導

＜説明会への講師派遣＞
＜技術者の育成研修＞

＜森林技術総合研修所での研修＞

市町村の体制構築に向けた支援

48

 市町村：日々の業務の円滑化
 技術者：活躍の場の創出
 地域：森林整備の進展や林業の活性化

市町村

技術者の皆様

制度のイメージ

技術者がアドバイザーとして
市町村への指導・助言を行うことで、
地域の森林・林業行政の推進を支援

様々なメリットが生まれます

林務専任の
担当者がいない

専門的な
助言が欲しい

知識や経験を
活かした仕事がしたい

地域の森林管理に
携わりたい

市町村が技
術者を雇用
（又は法人
へ委託）



〇 地域林政アドバイザー制度は、市町村や都道府県が、森林・林業に関して知識や経験を有する技術者の雇
用、又は技術者が所属する法人等への事務委託を通じて、市町村の森林・林業行政の体制支援を図るもの。

以下のいずれかに該当する技術者の方、又は該当する技術者が
在籍する法人
・ 森林総合監理士登録者又は林業普及指導員資格試験合格者
（林業改良指導員及び林業専門技術員を含む）

・ 技術士(森林部門)
・ 林業技士
・ 認定森林施業プランナー
・ 認定森林経営プランナー
・ 地域に精通する方で、林野庁が実施する研修

又はそれに準ずる研修を受講する者

活用実績
宮崎県串間市の活用事例

※地域林政アドバイザーの雇用・委託経費については、特別交付税措置の対象。
（措置率：都道府県0.5・市町村0.7、対象経費：１人当たり500万円が上限）

市町村

雇用又は
業務委託

技術者情報等の提供

雇用又は業務委託
・市町村への派遣

林野庁都道府県

研
修

技術者・
地域精通者

技術者が
在籍する法人

地域の人材

【対象者の要件】【制度スキーム】

くしま 

宮崎県串間市は、林務専門職員が不在の
中、平成30年度より地域林政アドバイザー
制度を活用して森林組合に業務を委託。

同森林組合は、民有林における伐採、災
害、造林のパトロールによる管内業者への
指導や、誤伐・盗伐時におけるドローンに
よる空撮、市有林の管理業務への助言等
の支援業務に対応。

0 5 14 21 32 3838
67

155

207
226

269

0

50

100

150

200

250

300

350

H29 H30 R1 R2 R3 R4

市町村

都道府県

（人）

307

258

228

169

72

38

個人：10
法人：28

個人：150
法人：119
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地域林政アドバイザー制度の活用
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７．まとめ
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林家による森林の所有構造 人工林と天然林

私有林が半分以上
国有林

民有林

私たちの森林

〇 我が国の森林は国土の約２／３を占めており、世界有数の森林国。

〇 国土を守り、水や生物を育み、木材を産み出すなど、様々な恵みで私たちの命と暮らしを支えている。

〇 成熟期を迎えた人工林は、「伐って、使って、植えて、育てる」ことにより、世代を越えて恵みを繋いでいく。

日本の森林分布

天然林

人工林

国土面積の
66％が森林
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注１：アイコンの下の文言は、期待される主な効果等を記載したものであり、各ゴールの解説ではない。
２：このほか、ゴール１は森林に依存する人々の極度の貧困の撲滅、ゴール10は森林を利用する権利の保障、ゴール16は持続可能な森林経営を実施するためのガバナンスの枠組みの促進等に関連する。ここに記載していない効果も

含め、更にSDGsへの寄与が広がることが期待される。

森林環境教育健康増進

雇用創出
人にやさしい
職場づくり

女性の活躍 雇用創出
労働環境整備

スマート林業
建築部材開発

合法伐採木
材の流通

環境にやさしい
建築・発電

雇用創出
人にやさしい木質空間

合法伐採木材
の利用
エシカル消費

マテリアル利用
木造・木質化の
技術開発

炭素貯蔵

食料の持続
可能な生産

森林の
持続可能
な経営

木材の
利用

きのこ・
ジビエ等
の利用

木材の
生産・加工
・流通

森林空間
の利用

水源涵養 炭素貯蔵国土保全 生物多様性“森は海の恋人”

雇用創出
林福連携

企業・個人・行政等のパートナーシップによる
森林の持続可能性の確保

持続可能な
産業

地方創生

森林サービス
産業

地方創生

地方創生

“伐って、使って、植える”
合法伐採

●木質バイオマス

6
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○ 森林・林業・木材産業は、目標15「陸の豊かさも守ろう」を中心に、様々なSDGs（持続可能な開発目標：
Sustainable Development Goals）に貢献。

〇 環境問題など持続可能性への関心の高まりから、林業・木材産業関係者に加え、様々な主体による森林
との多様な関わりが広がりつつあり、森林の整備・保全や地域活性化にもつながっている。

森林・林業によるSDGｓへの貢献



地域の「森林・林業のビジョン」の実現に向けて

○ 地域の持続的な森林管理や地域課題の解決のためには、幅広い関係者の参画の下、「地域の森林の
目指す姿」（課題・目標・方針）を明らかにしながら進めることが有効。

○ 昨年度の都道府県ヒアリングによれば、全国38道府県の277市町村が、制度の取組方針やビジョン
等を策定。 （※ヒアリング把握分）

○ 各地域において、森林・林業や地域の将来に向けたビジョンのもと、これを実現するための手段とし
て、森林経営管理制度や森林環境譲与税等を有効に活用していただきたい。

都道府県名

市町村数

総合ビジョン
／森林整備の

方針

制度の実施方
針／実施計画

譲与税の活用
方針

不明（提供不
可のもの）

合計

北海道 1 2 3
青森県 1 1 2
岩手県 1 2 3
宮城県 7 1 3 11
秋田県 1 1
山形県 8 8
福島県 1 2 2 5
茨城県 4 4
栃木県 4 2 6
群馬県 0
埼玉県 1 1 2
千葉県 11 11
東京都 0
神奈川県 0

新潟県 1 1

富山県 14 14
石川県 1 1
福井県 9 9
山梨県 1 12 13
長野県 59 18 77
岐阜県 2 6 1 9
静岡県 0
愛知県 1 1
三重県 3 7 1 11

都道府県名

市町村数

総合ビジョン
／森林整備の

方針

制度の実施方
針／実施計画

譲与税の活用
方針

不明（提供不
可のもの）

合計

滋賀県 1 1

京都府 1 4 1 6

大阪府 10 10

兵庫県 1 1

奈良県 3 3

和歌山県 1 4 1 5

鳥取県 1 1 2

島根県 1 1

岡山県 15 2 17

広島県 1 1

山口県 3 3

徳島県 6 2 8

香川県 0

愛媛県 0

高知県 1 2 1 4

福岡県 1 1

佐賀県 0

長崎県 1 2 3

熊本県 3 9 1 1 14

大分県 0

宮崎県 4 1 1 5

鹿児島県 0

沖縄県 0

合計 61 153 7 58 277
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（事例） 高知県本山町

 本山町は、令和４年３月に、森林管理や整備に関して、長期的な方向性と目標を示すとともに、その目
標を達成するために必要な施策を定めた「土佐本山コンパクトフォレスト構想」を策定。

 同構想は、実際に推進する基本施策を７つのテーマに分け、それぞれのテーマにおいて、具体的な実
行項目や目標達成のための測定指標、現行状況と測定項目等を整理。

■本山町HP：https://www.town.motoyama.kochi.jp/material/files/group/6/sinrin_bijon.pdf
【７つのテーマ】

54
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https://www.town.motoyama.kochi.jp/material/files/group/6/sinrin_bijon.pdf


（事例） 広島県東広島市

 東広島市は、令和４年12月に「東広島市森林管理マスタープラン」を策定。同プランでは、市内の９地
域ごとに、森づくりの将来像と方向性を整理。森林環境譲与税の活用方針も提示。

 策定に当たっては、森林・林業関係者、ボランティア団体、市民、県・市関係者から成る「森林管理マス
タープラン検討協議会」で検討を行うとともに、ヒアリングやアンケート調査も実施。

■東広島市HP：https://www.city.higashihiroshima.lg.jp/soshiki/sangyo/8/1/34819.html

55
【地域別の取組方針】
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行政・経済・国土すべての基礎となる
境界明確化

森林を活かす仕組み

森林のため、地域のため、未来のため、
みんなで進めましょう

56

市町村を通じてあなたの森林を活かす
森林経営管理制度

国民一人一人が、森を支える。森林環境税


